
《重点取組項目》

B

・技能検定は励みにもなるし、次は上を目指そうとす
るし、目標に向かって努力するし、とてもいいと思っ
た。就職に向けて意欲的に取り組めるし、ぜひ続けて
ほしい。進路の手引きを毎回改訂して出している。細
かなところまで丁寧に取り組まれている。
・進路部の取組は、コロナ禍でも何とかやろうとしてく
れてありがたかった。
・アセスメントシートによる評価によって、早めに進路
を考えていくことができてありがたかった。シートを
使って、保護者と共通意識をもてるということになって
いる。
・保護者にとっても子どもの行く末が一番の心配。以
前はいろんな研修もやって、卒業後はこうなるとかい
うことを学んだが、今はなかなか難しい。できる範囲
で取り組んでいけたらと思う。就労継続Ｂ型事業所だ
けでなくて、いろいろな選択ができることを早くから考
えることができる。進路研修はとてもよかった。
・保護者、子ども、学校の考えを早くから一致させるこ
とは重要だと思う。施設でも、自立支援員を配置し、
進むべき場所を考えるようにしている。いろんな職種
があることを知る取組や田植えなどいろいろな体験を
している。
・就労の形として、テレワークでの就職も今後はある
のではないか。今後、高知県は人口が減り、会社も減
ることが考えられる。テレワークで県外の企業に就職
するという考え方もあるのではないか。最低賃金が県
外の方が高いし、得意な分野を生かすことができると
良い。

・進路の手引き、進路だよりの発行継続、
進路研修会、懇談・支援会等の実施につ
いて継続し、保護者アンケートで情報提
供に関する肯定的な回答を95%以上にす
る。（令和３年度は92.7%）
・外部専門家による指導助言により、キャ
リア教育における指導力を向上する（継
続）。
・モデルとして指定する一部の教科等に
おいて、キャリア発達・キャリア教育の視
点で設定した目標を明示し、意識的に実
践する。
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○防災教育の推進
【高知県実践的防災教育推
進事業（災害安全）】

＜現状＞
①避難訓練やシェイクアウト訓練は、年数回実施できてい
る。
②防災に関わる県教委からの指定授業時間数、小中学部
５時間以上、高等部３時間以上は実施できている。
③防災に関わる授業は、学部・学級任せになっており、学校
として年間指導計画や発達段階に応じた授業内容が示され
ていない。
④防災教育（指導内容）について、検証ができていない。
＜評価指標＞
①年間の流れや発達段階に応じた授業が計画的に実施で
きたか。また、計画が小学部から高等部まで系統性の取れ
たものとなっている。
②学部・学年、学級において、防災学習を年１０時間以上で
きたか。
③外部専門家の指導・助言により、防災学習の取組の向上
が図れたか。

①年間指導計画と発達段階に応じた指導内容
の体系をつくる。
②各学級等において防災学習を実施し、広く授
業を公開する。
③外部専門家を招へいし、研修会の実施や防
災学習の指導導・助言を得る。

Ａ

①年度当初に年間指導計画、指導
内容の体系表を作成済み。これに
より指導を開始している。
②防災学習の実施状況
・小学部3-18時間(平均7.3時間）
・中学部7-13時間(平均10.6時間）
・高等部7-18時間(平均13時間)
全校平均9.5時間。授業の参考とな
る指導略案は教材バンクに4授業
分が登録済み(小：2、中：1、高1）。
③防災教育研修を8月に1回実施
し、各学部代表の授業者の研究授
業（年2回の1回目）について、研究
協議を行い、2名の外部専門家（高
知県立大学　石山教授、高知大学
岡村客員教授）から指導・助言を受
けた。

①年間指導計画及び指導内容の体系表に基
づく系統的指導の完全な実施を行う。
②評価指標に示した年10時間の授業を全学級
（または学年）で実施するよう取組を継続する。
③12月に校内研修会を開催し、外部専門家の
指導・助言を受ける。

Ｂ

①年間指導計画と発達段階に応じた指導内容
の体系に基づき、すべての学部において計画的
な防災教育の授業を実施した。
②学部・学年、学級において、防災学習を年１０
時間以上実施した。
　小学部：10～36時間、中学部：２６～35時間、
高等部15～35時間(２月１日現在)
③防災教育研修を8月と12月に実施し、併せて
各学部代表の授業者の研究授業（年2回）につい
て、研究協議を行い、外部専門家（高知県立大
学　石山教授、高知大学　岡村客員教授）から指
導・助言を受けた。（教職員アンケート：防災学習
の取組に生かせるよう努めることができたか。そ
う思う27.7%　ややそう思う60.4%）
※　高知県立日高特別支援学校防災教育実践
委員会において、本校の取組の成果について、
「B」の評価をいただいた。

B

・スクールバスの避難訓練が、各地域でも実施
されたことは良い。須崎市は津波でいつ被害を
受けるか分からない。通学途中で体験的に実
施されたことが良い。今後は、学校は安全で
も、周辺地域からは学校へ来られなくなると予
測されるので、そうした状況への対応や物資の
輸送手段などについても検討する必要がある
だろう。地震以外の災害、事故などについても
教育していって欲しい。
・学校への車道は１本であるが、東側斜面に歩
いて降りる小道はあったと思う。発災時の外部
とのアクセスルートとして確認しておくと良い。
・茨城県で、東日本大震災を体験した。天井の
物がすべて落下し、大変危険な環境であった。
今後の対応の参考として情報提供する。

・高知県実践的防災教育推進事業終了
後も年間指導計画及び指導内容の体系
表に基づく系統的指導を行うため、今年
度同様に防災教育の年間授業数を明示
し、防災教育の授業を全学級（または学
年等）で完全実施する（継続）。
・地震以外の災害に対応する力が身に付
くよう、多様性のある教育内容を取り入れ
た防災教育と防災体制を拡充する。
・防災教育の取組と研修成果を生かし、
学校としての防災力を高めるため、各種
災害対応を想定したマニュアルの改訂、
実際的な訓練の実施など防災体制の整
備を行い、安心・安全な学校にする。
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○キャリア発達段階に応じた
適切な教育の推進及び進路
指導の充実

＜現状＞
①各児童生徒の実態把握のためのキャリア発達段階表及
び就労アセスメントシートの活用がまだ不十分である。
②小・中・高等部と系統性のある年間指導計画（教育内容・
学習内容）が構築できていない。
③児童生徒、保護者が、進路に関する具体的なイメージが
もてるように、一層の情報提供や研修会の実施が必要であ
る。
④個に応じた進路先の確保及びアフターケアの充実が必要
である。
＜評価指標＞
①児童生徒のキャリア発達をアセスメントツールを活用し把
握し、個に応じたより適切な学習指導が行えたか。
②系統性のある年間指導計画を策定することができたか。
②学校評価アンケートで教員の評価が前年度より向上した
か。（令和２年度そう思う、ややそう思う71％→令和３年度
75％）
③進路学習及び進路に関する情報提供や研修会等を計画
的に、かつ十分に実施することができたか。
④企業、事業者から職業教育や就労支援等について助言
をいただきながら、キャリア教育の視点を踏まえた授業改善
を行っていくことができたか。
⑤個に応じた進路先の確保及びアフターケアの充実を図る
ことができたか。

①キャリア発達段階表及び就労アセスメント
シートによる実態把握を行い、個の実態・ニー
ズに応じた学習内容の選定及び個別の指導計
画を策定する。
②各学部で児童生徒に付けたい力（キャリア発
達）、付けておいてほしい力を念頭に置き、小学
部から高等部まで系統だった具体的な学習内
容を記載した年間指導計画を作成し、指導・支
援に取り組む。
①②個別の指導計画、年間指導計画について
は、作成時、評価時には各クラスで十分に協議
し、次年度担任に引き継ぐ。
③進路学習会（高等部：14回／年）、進路研修
会（保護者）、「進路の手引き」、「進路だより」の
発行、事業所見学（高等部）に取り組む。
④「キャリア教育戦略会議」を開催し、企業及び
事業者から講師を招へいし、本校の作業学習
等の取組について助言をもらう。
⑤就職アドバイザーと連携して実習・進路先を
開拓（新規に10件）するとともに、アフターケア
の充実に取り組む。

＜現状＞
①改善された学習過程分析表が教科学習にも活用できる
ようになってきたが、まだ不十分である。
②研究・公開授業の参観体制に課題があり、十分な事後協
議が行えていない。
③ICTを活用した授業者は増えつつあるが、児童生徒の活
用が進んでいない。
④教師の専門性の向上のために、外部専門家による指導・
助言が引き続き必要である。
＜評価指標＞
①改善された学習過程分析表を全ての授業に活用できた
か。
②授業改善に結びつけることができる仕組みが構築され、
実践できたか。
③児童生徒がICTを活用した授業が実践できたか。
④外部専門家の指導・助言により、「主体的・対話的で深い
学び」の取組の向上が図れたか。

①各学部の代表者による研究授業（年間2
回）、に取り組む。「授業改善チーム」の参観を
継続するとともに、授業をビデオ撮りしたものを
事後協議に活用し、協議を行う。（継続）
①②全クラス又は全グループが学習指導略
案、学習過程分析表を使用した公開授業を実
施し、事後協議までを行う。普段の授業におい
ても定着させていく。学級・グループ単位での研
究授業の実施（略案で年間1回以上）。（継続）
②自作等の教材・教具を教材バンクに登録す
る。（一人１つ以上）
③児童生徒がICTを活用した授業を実践する。
（一人１回以上）
④外部専門家の招へい…指導・助言、 「主体
的・対話的で深い学び」の検証を行う。

Ｂ

①各学部代表者(計３名)が各１回
の研究授業を実施済み。「授業改
善チーム」のうち、管理職及び研究
部が参観及びビデオ撮りを実施し、
録画ビデオを公開した。
②学級、グループ単位で全員が行
う公開授業は、64名中13名が実施
済み。12月末までに残り51名が実
施予定。
②教材バンクには、9月14日現在で
授業実践で用いた学習指導略案
(小：7、中：2、高：5)を含む、授業づ
くりに関する資料、視覚支援教材な
ど79のデータが保管済み。
③児童生徒がICTを活用する授業
を１回でも実施した教員が46名
(71.9%)。指導者がICTを活用する授
業を１回でも実施した教員は55名
(85.9%)。
④9月までに外部専門家を招へい
した研修を6月、8月の2回実施。高
知県立大学石山教授から指導・助
言を受けた。

①取組を継続。
②授業が未実施の教員（51名）の確実な実施
を働きかける。
②教材等の登録を呼びかける（継続）。
③各学部及び情報管理部が連携し、児童生徒
の実態と授業の目標に応じて児童生徒がICT
を活用した授業の検討、実施ができるよう支援
する。必要に応じて県教育委員会にGIGAス
クールサポーターによる支援を要請する。
④外部専門家を2月に招へいし、本校の取組
のまとめに際して指導・助言を受ける。

C

・県立学校はよく頑張っていると思う。義務教育
校は、まだまだ改善されていない。早く帰宅で
きるということは家庭にとっても良いことで、意
識を変えていければいい。
・教材バンクは業務改善の視点としても良い。
異動があると、他校から来て戸惑う先生もいる
と思う。これを活用することで、新しい先生も仕
事がしやすいと思う。これまでやってきたこと
を、後で来る人が学べることが良い。結果的に
子どもたちに目を向ける時間が長くなると思う。
ただし、あるものをただ使うのではなく、進化は
するべきだ。

・学部・学級・分掌の業務数を確認し共有のう
え、人事評価制度に係る「目標設定シート」の
「分掌業務」欄に具体的な担当業務を記載する
こととし、校長面談時に各教職員の業務分担
数を把握し、平準化を図る。必要に応じて助言
や担当分掌等と連携・調整し、業務量等の適
正化を図る。
・月例で全教職員の時間外勤務時間数の平均
値を周知し、平均値を上回る教職員の意識改
革と時間外勤務時間数の令和３年度比減少に
つなげる。
・業務整理を行いながら不要な文書・手続等を
積極的に廃止、統合、簡素化を継続する。
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○「主体的、対話的で深い学び」の視点を生かした、教育実践
○適切な実態把握を基にした、小・中・高・寄宿舎の連携による、一貫した系統的、組織的な指導実践及び点検
評価
○家庭、地域との連携及び障害者スポーツの推進
○カリキュラム・マネジメントの視点で、学校全体の構造や取組を評価するシステムの構築
○防災教育の推進【高知県実践的防災教育推進事業（災害安全）】

Ｂ

①各学部代表者(計３名)が各２回の研究授業を
実施済み。「授業改善チーム」のうち、管理職及
び研究部が参観及びビデオ撮りを実施し、録画
ビデオを公開した。
②学級、グループ単位で全員が行う公開授業
は、12月末までに対象者全員が実施済み。
②教材バンクには、1月17日現在で対象者全員
が登録済みまたは登録準備中の状況であり、授
業実践で用いた学習指導指導案・略案(93授業
分)を含む、授業づくりに関する資料、視覚支援
教材など369のデータが保管済み(１月24日現
在)。
③児童生徒がICTを活用する授業を１回でも実
施した教員が1月17日現在で48名(72.7%　実施予
定を含めると100%)。指導者がICTを活用する授
業を１回でも実施した教員は57名(85.1%　実施予
定を含めると100%)。
④外部専門家を招へいした研修を6月、8月、2月
の３回実施。高知県立大学石山教授から指導・
助言を受けた(2月分は未実施)。（教職員アン
ケート：この研修「主体的・対話的で深い学び」の
取組の理解と実践に役立ったか。　そう思う27.7%
ややそう思う58.4%）

B

・教職員の努力を評価する。教員が学び続けて
いる姿が見える。
・児童生徒の主体性が育っていると実感してい
る。
・教材バンクへの登録と活用はとても良い。た
だし、同僚をまねるだけでは困る。
・ＩＣＴ活用について、説明で示された画像を見
る限りでは大丈夫だと思うが、子どもたちが「や
らされている感」にならないように留意して欲し
い。
・感染拡大のため、十分な授業参観ができず、
新たに配置されたＩＣＴ機器なども見ることがで
きていない。今後も活用の様子を見ていきた
い。

・専門性向上に係る主体的・対話的で深
い学びの視点を生かした授業改善につい
て、今年度の一定の成果を踏まえ、各教
科の視点を重視した授業改善に焦点化
し、３か年計画で研究・実践に取り組む。
・授業研究を教科別グループによる取組
に修正し、研究体制を刷新する。
・教科の特性に応じたＩＣＴ活用の研究を
行うとともに教材バンクの登録ルールな
どを整備し、ＩＣＴ及び教材活用の充実と
効率化を実現する。
・各教科等の学習に環境教育、国際理解
教育など多角的な視点を取り入れ、指導
内容の充実を目指す。

Ｂ

①②就労アセスメントシートは、一部
で活用できている。個別の指導計画
作成については、すべての児童生徒
について個の実態を中心に学習指導
要領の各段階に対応する目標・内容
を基本として作成。
③夏季休業中に希望者を対象に、親
子事業所見学・体験実習を実施。進
路学習会は計13回実施済み、今後随
時実施。個別懇談期間中に高１・２年
を対象に進路研修会を開催(10回)。
「進路の手引き」を発行済み。「進路
だより」は６月に１回発行済み、今後
各学期１回以上の発行を計画中。
④「キャリア教育戦略会議」について
は、1学期は未実施。キャリア充実事
業の活用による外部講師の指導を受
けた（清掃部門）。
⑤事業所訪問や電話連絡で適宜アフ
ターケア実施。
新型コロナウイルス感染症の感染拡
大の影響を受け、事業所訪問は延期
中。
就職アドバイザーと連携し、生徒の希
望職種に対応する職場開拓を実施（9
月現在での43件）。

①②就労を希望する生徒を中心に就労アセス
メントシートの活用推進を継続。
③年間予定に沿って取組を継続実施。
④キャリア教育戦略会議及び外部講師を招い
ての実技指導を２学期中に各１回実施。
⑤新規開拓の取組を継続。

Ｂ

①②就労アセスメントシートは、就労継続支援Ｂ
型事業所の利用希望者（高２生徒　16名中14名）
全員の評価を実施、支援会議等で活用した。学
校評価アンケートではキャリア発達段階表等を
活用し、学習内容の選定、個別の指導計画作成
に努めたと78.2%の教員が回答（そう思う20.8%、
ややそう思う57.4%）。
③進路学習会は年間21回(高)実施した。発行済
みの「進路の手引き」は、来年度も各家庭配布を
予定し、準備中。「進路だより」は6・12月に発行
済みであり、次回は３月に発行予定。ＰＴＡを対
象とした「進路研修会・学習会」を総務部とタイ
アップして２回実施できた。
④「キャリア教育戦略会議」を12月に実施し、企
業及び就労継続B型事業所から農産園芸作業
への助言を受けた。「キャリア充実事業」では、7
月・12月に高知ビルメンテナンス協会から環境メ
ンテナンス及び特別支援学校技能検定受検者
への指導を受けた。
⑤アフターケア等では、新型コロナウイルス感染
症の感染状況を考慮しながら、職場等訪問や
ケース会参加、電話連絡等で年間127件実施。
実習・進路開拓については、１２月末現在で新規
開拓は83件であった。

《取組の
方向性》

《6つの基本方針》
①チーム学校の推進
②厳しい環境にある子どもへの支援や子どもの多様性に応じた教育の充実
③デジタル社会に向けた教育の推進
④地域との連携・協働
⑤就学前教育の充実
⑥学び続ける環境づくりと安全・安心な教育基盤の確保
《6つの基本方針に関わる横断的な取組》
　①不登校への相応的な対応　②学校における働き方改革の推進

児
童
生
徒
像

『全児童生徒：自ら考え行動できる児童生徒』

小学部：自分のことは自分で行い、みんなと一緒に活動する児童
中学部：個々のもてる力を高め、生活に必要な力を身に付けた生徒
高等部：自らの力を発揮することによって自己実現を図り、社会的自立につながる力を身に付けた生徒
寄宿舎：仲間と共に生きる喜びを共有し生活自立や社会自立ができる力を身に付けた児童生徒

働
き
方
改
革

○働き方改革の意義を理解
し、教職員相互の思いやりと
信頼による業務分担・業務遂
行

＜現状＞
①分掌部内や学級内での業務が部長や学級主任、各教科
の主指導教師に偏ってしまっている。
②勤務時間管理システム上は月45時間以上の長時間勤務
者は少ないが、実際にはもっと多い。
③週休日や休日に出勤するものがいる。
＜評価指標＞
①各学部、各分掌部等での業務量の平準化を図ることがで
きたか。
②長時間勤務者(45時間以上／月)の縮減ができたか。
③週休日や休日に出勤者を縮減できたか。

①各学部・学年、各分掌部の業務内容を可視
化し、管理職と協議しながら業務内容を整理・
削減するとともに、平準化に取り組む。
①校務支援システム導入に伴い、児童生徒の
情報、出席簿、指導要録等のデータ管理をス
ムーズ行う。
②業務記録表の確認及び長時間勤務者 (45時
間以上／月)に対し、早い段階で声掛けを行っ
ていく。
③休日出勤を届け出制にし、働き方について意
識付けをする。

Ｃ

①分掌業務の役割分担を職員会で
周知、確認。業務内容の視覚化
は、作成作業が逆に各担当者の負
担となることから、担任業務や分掌
業務が偏らないよう校内人事で配
慮。校務支援システム構築の遅延
により、一部機能のみ稼働。全機
能の利用開始は冬以降の予定。
②長時間勤務者への声掛け等の
効果は限定的。不要な文書や手続
きの廃止・統合により対応。
③機械警備導入に伴い、９月以降
は、休日出勤自体ができない環境
となった。

①稼働している校務支援システム利用の習熟
及び全面稼働に向けてデータ移行準備を１月
末までに完了。
②業務整理を行いながら不要な文書・手続等
を積極的に廃止、統合、簡素化する。
③働き方の意識改革を継続。

Ｃ

①各学部、各分掌部等での業務量の平準化について
具体的な成果はなかった。教職員との面談において、
個業とならないようにチームでの対応を助言した。
①校務支援システムは現在、部分的な稼働状況（出席
簿、保健室業務等）にあり、全システムの運用開始は、
令和4年度からとなる予定。
②長時間勤務者(45時間以上／月)は年間をとおして0
名（「働き方改革アンケート」で早く退勤できていると回
答した教職員　8７％）。ただし、自宅での持ち帰り仕事
の状況が現在の勤務管理システムでは把握できない。
③週休日や休日の出勤者は機械警備を導入した９月１
日以降、0名。課業日は、全員18：25までには退勤して
いる。

専
門
性
の
向
上

Ⅰ
 

主
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の
視
点
を
生
か
し
た
授
業
改
善

○主体的・対話的で深い学
びの視点に基づいた授業づ
くり及びICTを活用した授業
改善

高知県立日高特別支援学校（本校）

《高知県
の教育の
基本理

念》

（１）学ぶ意欲にあふれ、心豊かでたくましく夢に向かって羽ばたく子どもたち
（２）郷土への愛着と誇りを持ち、高い志を掲げ、日本や高知の未来を切り拓く人材

学
校
像

○ 子どもたちが楽しく学べる学校
○ 保護者が安心して子どもを任せられる学校
○ 地域にとってなくてはならい存在の学校
○ 教職員一人一人が力を発揮できる学校

（評価　A:目標を十分に達成　　B:ほぼ目標を達成　　C:やや不十分　　D:改善を要する）

項目 取組ねらい　【P】 現状と目標【評価指標】 具体的な取組内容　【D】 中間評価　【C】 中間評価後の取組内容【P・D】 年度末評価　【C】 学校関係者評価 見直しのポイント　【A】


